
移住･定住の促進と
地域おこし協力隊

くらし･環境部
（政策管理局企画政策課）
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令和５年５月22日
定例幹部職員会議
部局の 取組紹介

効果的な情報発信

相談対応
（相談体制の充実）

受入態勢の充実
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・ＨＰ「ゆとりすと静岡」、ＳＮＳ

・【新】テレワーカー向け情報発信

　　　　と交流会　　

・新しい働き方・暮らし方セミナー

　　　　　　　　　　　　　　　　　など

・“ふじのくにに住みかえる”

　静岡県移住相談センター

・静岡まるごと移住フェア　　など

・移住支援スキルアップ研修

・地域おこし協力隊員研修会

・推進本部全体会　　　　　　など

静岡県総合計画
「後期アクションプラン」
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１　本県における移住･定住の取組

「住んでよし」の“ふじのくに”

推進主体：ふじのくにに住みかえる推進本部（国・県・市町・地域団体等）
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1,291人 1,283人
1,398人

1,868人

2,634人

1,070人

787人

393人

２　本県への移住者数の推移

※「移住者数」は、県及び市町の移住相談窓口、移住促進施策等を利用して県外から移住した人数
※「その他」は、 移住先市町が把握できない人数

＜世帯主の年代別割合＞

※ 世帯主の属性等が把握できた
　　1,196世帯の内訳

３　令和４年度移住者の分析
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＜移住前の居住地＞

※ 移住前の居住地が把握できた
　　2,088人の内訳

＜世帯主(1,180人)の就業状況＞

※ 世帯主の就業状況が把握できた
　　1,180世帯の内訳

うち、テレワークを行っている
者　226人(東部が136人)
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４　令和５年度の主なイベント・セミナー
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●「新しい暮らし方」を提案するセミナー
　（各部局や市町、先輩移住者等が協働参加）

●移住相談会　「静岡まるごと移住フェア」
　（市町や団体、企業が一堂に会した大相談会）

セミナーテーマ（予定）

７月 畑のある暮らし 

８月 ふじのくに静岡県で農業をはじめよう 

９月 
伊豆南部へ移住を考えてみませんか
（市内・町内就業）

10月 
空き物件のリノベーションと貸出事例紹介
出店スキル講座の御紹介
～遠州でチャレンジしてみませんか？～ 

11月 静岡県職員として働く

11月 多趣味になれる街 

12月 アウトドア・スポーツを楽しめる、生き生きとした暮らし

１月 静岡県の地域おこし協力隊

２月 空き家の利活用を通じた地域活性化

２月 首都圏の子育て世帯から選ばれる「転職なき移住」

内　　容（予定）

第１回

※「暮らし」・
　「仕事」の
　一体的フェア

開催：令和５年８月19日 （土）

場所：東京交通会館12階全フロア

　・市町との移住相談

　・企業個別就職相談（40社）

　・住まい・仕事等の相談

第２回　　

開催：令和６年２月４日 （日）

場所：東京交通会館12階全フロア

　・市町との移住相談

　・住まい・仕事等の相談

５　地域おこし協力隊
　都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が
「地域おこし協力隊」として委嘱。隊員は、一定期間地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・
PR等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、
その地域への定住・定着を図る取組。

全国 静岡県

活動中隊員数（※1） 6,447人 102人(23市町)

任期終了者数 9,656人 125人

定住率（※2） 65.4％ 77.6％

＜地域おこし協力隊の状況＞

※1:特別交付税算定ベース（R4.11末調査時点、委嘱見込み含む）
※2:任期終了者のうち、活動地と同一市町村内に定住した者と、活動地の近隣
　　市町村に定住した者の計
出典:総務省「令和4年度地域おこし協力隊の隊員数等について」
　　　　　　「令和4年度地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果」

主な業務 人数

地域活性化業務 41人

観光振興・観光
プロモーション 19人

農林水産業振興 17人

移住・定住支援 12人

商工業支援 6人
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注:実数ベース（R5.3末時点）



６　移住・定住の促進に係る今後の方向性
　　　　～地域おこし協力隊OB・OGを中心としたネットワークづくりへ
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◎ 地域おこし協力隊は、任期終了後も多くが同じ地域に定住し、地域活性化の
　　大きな力となっている。
◎ 国は、地方への新たな人の流れを創出するため、現役隊員数の更なる拡大を
　　目標とし、隊員・受入自治体双方に対するサポートを充実。
◎ 県は、地域おこし協力隊OB・OGを中心としたネットワークづくりを推進。

地域おこし
協力隊
OB・OG

地域お
こし協
力隊

地域団
体

民間企
業

起業家

農林水
産業等

行政

住民

移住者

①東伊豆町で空き家改修による宿泊事
業や町おこしを進めるOB（県HPより）

②南伊豆町で協力隊インターンの受入
れを担うOG（本人FBより）

③浜松市で移住コーディネーターとし
て活躍するOG（本人提供）

①

②

③

＜イメージ＞

移住コーディネーター


